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令和７年２月１８日 

 

北本市立学校の適正規模等に関する現状と今後の方向性について 

 

１ 現状 

「北本市立学校の適正規模等に関する基本方針」（以下、「基本方針」）につ

いては、平成３１年２月に定めて以降、約６年が経過している。 

この間、平成３０年度（５月１日現在）に小学校８校、児童数２，９２１人、

学級数１１３学級、中学校４校、生徒数１，６３６人、学級数５４学級であっ

たところ、令和６年度（５月１日現在）には小学校７校、児童数２，５６０人

学級数１０５学級、中学校４校、生徒数１，３１６人、学級数４３学級と推移

している。 

その後も小・中学校ともに児童生徒数の減少傾向が続くと見込まれる。 

北本市の児童・生徒数（※令和 10年は推計で、特支の学級見込は保留） 

 小学校 中学校 

 学校数 児童数 
学級数 

学校数 生徒数 
学級数 

通常 特支 通常 特支 

平成 30年 8 2,921 98 15 4 1,636 46 8 

令和 6年 7 2,560 87 18 4 1,316 35 8 

令和 10年 7 2,444 86 - 4 1,287 43 - 

増減 

H30→R10 
▲13% ▲16% ▲12% - ±0% ▲21% ▲7% - 

 

一方、学級編成に関しては、令和３年４月１日に公立義務教育諸学校の学級

編制及び教職員定数の標準に関する法律の一部を改正する法律が施行され、

段階的に令和７年３月３１日までに小学校の学級編制の基準を３５人に引き

下げることとされている。 

また、令和６年１２月２４日には、政府方針として公立中学校の１学級当た

りの上限人数を令和８年度以降、３年かけて中１から順次３５人へ引き下げ

ることを決定している。 

 

高校に目を向けると、埼玉県教育委員会は、2038 年には公立中学校を卒業

する生徒は現在より約３割減ると見込んでいるが、各教科の教員を確保する

には１学年あたり６学級以上を維持する必要があるとしている。そのため、高

校教育の質を確保し、県立高校の教育活動・教育環境の充実を図るため、2038

年 4 月までに 15～19 校削減するとの案を公表している。 
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こうした状況の中、現行の基本方針においては、「北本市における適正な学

校規模（１校あたりの学級数）」と「北本市が目指す学級編制（１学級あたり

の人数）」があり、その両方の維持に支障が見込まれる場合、適正化の検討を

行うとしている。そのため、どちらかの基準を満たさなくなった場合には、経

過観察として以後の児童生徒数の推移を注視している。 

  

■現行の基本方針 

北本市における適正な学校規模（１校あたりの学級数）    

  適 正 規 模    

小 学 校 ９学級以上１８学級以下    

中 学 校 
９学級以上１８学級以下 

(但し、６学級以上８学級以下も許容範囲とする) 
   

北本市が目指す学級編制（１学級あたりの人数）   埼玉県の学級編制基準 

  学年 適正規模  学年 標準学級 

小 学 校 

１～２年生 １８～３０人程度学級  

１～５年生 ３５人 
３～４年生 ２１～３５人程度学級  

５～６年生 ２１～４０人学級※  ６年生 ４０人※ 

中 学 校 
１年生 ２０～３８人学級  １年生 ３８人※ 

２～３年生 ２１～４０人学級  ２～３年生 ４０人※ 

※国の方針で小学校においては、令和 3 年度から 5 年間かけて 35 人学級に引き下げることに

なっており、令和７年度に小学校全学年の基準が 35 人となる。また、令和 8 年度に中 1、９

年度に中 2、10年度に中 3と、中学校においても順次 35人学級に引き下げられる。 

 

２ 今後の方向性 

１の現状で示すとおり、児童生徒を取り巻く社会の状況や学習環境は変化

を続けており、時代の変化に対応した学校教育を実現するため、本市に適した

学校教育の在り方や市立学校の適正規模等について、改めて検討する必要が

あるものと思われる。 

 

なお、現行の基本方針の策定にあたり実施した「学校規模等に関する意識調

査」（平成３０年８月）によると、小学校の学級数（学校規模）について、１

学年あたり２～３学級を望む保護者が８０％以上で１学年あたり１学級を望

む保護者は１％程度となっており、保護者のほとんどは単学級（クラス替えの

できない状況）を望んでいないとの結果が出ている。 






